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研究要旨 

公共場所で発生した心停止傷病者に対して、市民救助者が自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator: AED）を持参し、AEDを操作した件数を明らかにした報告は見当た
らない。本研究は、都市部の公共場所における心停止傷病者に対する市民救助者による AED
の使用状況を明らかにすることを目的とする。＜方法＞ 神戸市および大阪市の各消防局に対
し、2016年 12月 1日から 2017年 3月 31日までの間に、名古屋市消防局に対し、2016年
12月１日から 2017年 11月 30日までの間に、消防機関が対応した院外心停止傷病者（住宅
や老人ホームなどの居住施設における心停止傷病者を除く）について、市民救助者により

AEDが心停止場所に持参されたか、パッドの貼付の有無、電気ショックの実施の有無などを
調査した。＜結果＞ 調査期間中、公共場所での心停止数は 558 例であった。市民救助者に
より AEDが持参されたのは 92例(16.5%)であった。その内、パッドが貼付されたのは 89例
(96.7%)で、電気ショック適応であったのは 35 例（39.3%）であった。電気ショック適応と
判断された症例のうち、電気ショックが実施されたのは 34例（97.1%）であった。＜結論＞ 
本研究は、我が国の都市部における AED の使用状況を初めて明らかにした。都市部の公共
施設および屋外において、心停止傷病に対して市民救助者が AED を持参した割合は 16.5%
で、そのうち、電気ショックの適応の割合は 38.0%(35/92例)であった。 

 

2016 年 12 月までの全国の自動体外式除細動
器（automated external defibrillator: AED）の
販売台数の累計は 835,329台で、内、688,329台
（82.4%）が市民救助者による利用を想定してい
る。市民救助者による心停止傷病者に対する

AED を用いた電気ショックの実施は増加傾向に
あり、心停止傷病者の社会復帰の増加に寄与して

いる。しかし、公共場所で心停止傷病者に対して、

市民救助者がAEDを使用した件数は不明であり、

市民救助者がAEDを使用することを阻害してい
る要因も明らかではない。本研究は、我が国の都

市部におけるAEDの使用状況を初めて明らかに
した。今後、市民救助者が AEDを使用すること
を阻害している要因の調査の基礎資料として活

用できる。 
 

A．研究目的 

本研究の目的は、都市部の公共場所における心
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停止傷病者に対する市民救助者によるAEDの使
用状況を明らかにすることである。 

 

B．研究方法 

神戸市および大阪市の各消防局に対し、2016
年 12月 1日から 2017年 3月 31日までの間に、
名古屋市消防局に対し、2016 年 12 月１日から
2017年 11月 30日までの間に、消防機関が対応
した病院外心停止傷病者（ただし、住宅や老人ホ

ームなどの居住施設における心停止傷病者を除

く）について、市民救助者による AEDの使用状
況をフローチャート(図１)に基づき調査した。 

AED の使用状況は、心停止現場に赴いた救急
隊員や消防隊員が目視、または現場にいた市民救

助者に口頭で調査した。あわせて各消防機関に、

傷病者の年齢、性別、覚知時間帯、覚知から傷病

者接触までの時間、バイスタンダーの有無、119
通報時における心肺蘇生法などの口頭指導の有

無および消防法施行令別表第１の区分に基づく

心停止発生場所の情報提供を依頼した。 
 
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図 1	 市民救助者による AEDの使用状況の調査 

C．研究結果 

神戸市、大阪市および名古屋市の消防局から、

それぞれ 84 件、87 件および 471 件の情報の提
供を受けた。しかし、神戸市から提供されたデー

タは、AED の使用状況が集計され、傷病者の情
報と関連づけされていなかったため、集計から除

外することとした。 
市民救助者によるAEDの使用状況の結果を図

２に示す。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図 2	市民救助者による AEDの使用状況の結果	

	

市民救助者によるAEDの持参の有無で区分し
た心停止傷病者の背景を表１に示す。 

 
表 1	 心停止傷病者の背景	

 市民救助者によるAED 
 持参された 

92 
持参されなかった 

466 

年齢（中央値(四分位範囲)） 65 (48-74) 63 (49-75) 

性別	 男性 74 (16.9％) 363 (83.1％) 

女性 18 (14.9％) 103 (85.1％) 
通報から接触までの時間（分）（中

央値(四分位範囲)） 7 (6-9) 7 (6-9) 

時間帯	 昼間・夜間 (6−21時） 87 (18.5％) 383 (81.5％) 

深夜帯 (22-5時) 5 (5.7％) 83 (94.3％) 

 

現場に AEDは？ 

パッドの装着は？ 

適応なし 

AEDあり 

装着なし 装着あり 

ショックの適応は？ 

適応あり 

ショックボタンを 
押したか？ 

押さなかった 押した 

AEDなし 

全体 
558 

現場に AEDが持参された 
92 (16.5％) 

現場に AEDが持参されなかった 
466 (83.5％) 

パッドが貼付された 
89 (96.7％) 

パッドが貼付されなかった 
3 (3.3％) 

電気ショック適応 
35 (39.3％) 

電気ショック非適応・記載なし 
54 (60.7％) 

電気ショックが実施された 
34 (97.1％) 

電気ショックは実施されなかった 
1 (2.9％) 
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年齢に有意な差を認めず（Mann-Whitney U
検定;p=0.843）、性別にも有意な差を認めなかっ
た(Fisherの正確確率検定;p=0.679)。また、消防
機関の 119番通報から傷病者接触までの時間は、
有意な差を認めなかった（Mann-Whitney U 検
定;p=0.739）。心停止の発生時間帯では、深夜帯
の市民救助者によるAEDの持参の割合が有意に
低かった（Fisherの正確確率検定;p=0.001）。 
心停止の発生場所を消防法施行令別表第１に

基づき不特定多数出入施設（同別表第 1	 1項か
ら 4 項、5 項イ、6 項、9 項イ、16 項、16 の 2
項および 16の 3項をいう）と特定多数出入施設
（不特定多数出入施設以外の同別表第１の施設

をいう）および屋外に区分したものを表２に示す。

不特定多数出入施設と特定多数出入施設での市

民救助者による AEDの持参の有無の割合に、有
意な差はなかった（ Fisher の正確確率検
定;p=0.176）。屋内と屋外の比較では、屋外にお
ける AED が準備された割合が有意に低かった

（Fisherの正確確率検定;p<0.001）。 
 
表 2	 発生場所別の AEDの持参状況	

 市民救助者によるAED 
持参された 

92 
持参されなかった 

466 

屋内 
不特定多数出入施設 32 (20.5％) 124 (79.5％) 

特定多数出入施設 40 (27.8％) 104 (72.2％) 

屋外 20 (7.8％) 238 (92.2％) 

 
次に市民救助者によりAEDが持参された症例

の内、電気ショックの適応の有無で区分したもの

を表３に示す。電気ショック適応波形の割合は、

不特定多数出入施設と特定多数出入施設で有意

な差はなく（Fisher の正確確率検定;p=0.089）、
屋内と屋外の比較においても、有意な差はなかっ

た（Fisherの正確確率検定;p=0.439）。 
	

	

	

	

表 3	 発生場所別の電気ショック適応の心停止傷病者	

 ショックの適応 
35 

ショック非適応 
54 

屋内 
不特定多数出入施設 8 (25.8%) 23 (74.2%) 

特定多数出入施設 18 (46.2%) 21 (53.8%) 

屋外 9 (47.4%) 10 (52.6%) 

 
 

D．考察 

大阪市および名古屋市において、公共場所で市

民救助者が AED を持参した割合は、16.5%であ
った。AED を持参できなかった理由は、調査を
していないため不明である。海外の同様な調査報

告では、市民救助者により AEDが持参された割
合は、英国・ハンプシャーで 4.3%1)、オランダ北

部で 13.4%2)、カナダ・トロントで 14.2%3)であ

った。 
AED が市民救助者により持参された場合には、

96.7%で AED のパッドが貼付された。本研究の
結果からは、市民救助者が AEDを操作すること
ができるため AED が現場に持参されたのか、

AED の音声ガイドや消防機関の通信指令の口頭
指導によりAEDの操作に不慣れな市民救助者で
も操作できたのかは、不明である。また、AED
が持参されたもののパッドが貼付されなかった

理由についても、市民救助者から聴取していない

ため、AEDの使用法が分らない、AEDを操作し
ている最中に消防隊や救急隊に引き継いだなど

は、不明である。 
市民救助者により AEDが持参され、パッドが

貼付された症例のうち、電気ショックが実施され

た割合は 39.3%であった。オランダ北部の同様の
報告では、市民救助者により AEDが持参された
症例のうち、電気ショックが実施された割合は、

55.3%2)であった。また、総務省消防庁の 2015
年の救急蘇生統計では、市民救助者により電気シ

ョックが実施されていない症例の、救急隊接触時

に電気ショック適応波形を示した症例の割合は、

6.6％(4,961/75,556 例)であった。救急蘇生統計
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では、住宅や老人ホームなどの居住場所における

心停止が多く含まれることから、公共場所での心

停止は、居住場所の心停止に比較して、電気ショ

ック適応波形の存在割合が多いことが推察でき

る。 
心停止発生場所は、屋内と屋外では、屋外での

市民救助者によるAEDが持参される割合が有意
に低かった。屋外では、傷病者が倒れていること

が認識されにくい、AED が屋内に設置されてい
て直ぐには近づき難いなど、市民救助者による電

気ショックを阻害する要因になっているのかも

知れない。心停止発生場所別の電気ショック適応

波形の割合は、統計学的に有意な差を認めること

ができなかったが、症例数が増えることで、電気

ショック適応波形の割合が高い場所が明らかに

なると考えられた。 
我が国の都市部の公共場所での心停止の

52.6%4)が、AEDの設置場所から 100ｍ以内で発
生しており、デンマーク・コペンハーゲンでの

28.8%5)、カナダ・トロントでの 23.2%6)と比較す

ると、市民救助者が利用できる AEDの配置環境
は恵まれているが、市民救助者による AEDの使
用の割合は、諸外国に比較して高くない。市民に

よる AED の使用を促進するため、AED の使用
法の普及が必要なのか、AED の使用を阻害する
要因があるのか、心停止傷病者に組織的に対応す

る事業所内のAEDプログラムの普及が必要なの
か、などの調査が必要と考えられた。 

 

E．結論 

都市部の公共施設および屋外において、心停止

傷病に対して市民救助者がAEDを持参した割合
は 16.5%で、そのうち、電気ショックの適応の症
例の割合は 38.0%であった。 
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